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　L　はじめに　　日本社会の“国際化”と世界人権
宣言40周年一“グローバル・エコノミー”“ボーダ
レス社会”が語られるように，日本の“国際社会化”
の流れが急であるが，このことは「人」の国際間の移
動を規律する出入国・在留法の在り方にも様々なかた
　　　　　　A．　　　　　　　　　　　　　　　　　　rちで影響を及ぼしつつある。昨年（1988年）は世界人
権宣言40周年の記念すべき年にもあたっていたことも
あって，これを契機に，〈国際社会化と人権〉の角度
から新たな理論の枠組を検討した。
　2．』“国際化”の重層性と多様性　国際化とは，（1）
人・モノ・カネ・情報等の国際的相互浸透，（2）明確な
ルールによる社会運営，（3）人類的諸規範すなわち人間
の尊厳や個入の自由といった普遍的理念の遵守・体
現，（4）国際社会の秩序の維持や福利への貢献などを実
現するための社会変容のプロセスとされる。このう
ち，（1）が「事実」としてドラスティックに進行しつつ
あるが，（2）～（4）を「規範」の側面で実現するために
は，国際法規と国内行政法規の結節点にある憲法を基
点にこれを理論化し，その具体化のための新たな制度
を構想すべきである。
　3．人権の“国際化”のための理論的枠組　（ri人権
の「外なる」国際化のための公法理論　①政府に対し，
国際関係（対国連，多数国間，二国間，対外国人）に
おいて人権の確保のために行動する権限を付与し且つ
これを義務づけること。とこでは，とくに後者につい
て，政府には人権確保のために積極的に行動する法的
義務があることを論証し且つその民主的統制のための
法理や制度を考究することが重要である。世界人権宣
言，対日平和条約前文，国連憲章55～6条，日本国憲
法前文によれぽ，政府には明らかにかかる義務があ
る。国会によるコントロールの実質化，例えば，条約
締結交渉への議員の参加，批准手続の改革，国政調査
権の活性化，国際法規や憲法前文の“法律化”やOD
A実施への人権NGOの参加など，を具体的に検討す
べき段階に来ているといえる。②地方自治体に国際関
係において人権の確保のために行動する権限を付与し
且つこれを義務づけること。“国際化”とは即各地域
社会の“国際化”であり，これまでも自治体の国際交
流，自治体外交，平和・人権外交などの用語でこの問
題が語られてきたが，公法理論上，かかる権限と義務
があることを，自治体の「連合権」乃至「地方自治の
本旨」の解釈において論証するとともに，これに対応
した新たな制度構想が必要である。
　（d）人権の「内なる」国際化のための公法理論　国際
法・憲法上の人権論を批判基軸として，外務省編『外
国人の法的地位』にある各種人権の制限，とくに外登
法，入管法上の規制，公職就任能力，社会保障法上の
権利（年金，生活保護等）について検討し，その問題
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点を明らかにした。
